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　皆様は新年をどの様にお迎えになられ

たでしょうか。新型コロナウイルス感

染症に対応する暮らしも３年目となりま

す。新型コロナ禍は様々な変化を暮らし

の中にもたらしました。この２年の間に

大学生や社会人としてデビューした人

は、マスクをしての会話に同僚等の顔を

なかなか覚えられなかったのではないで

しょうか。一刻も早く健全な生活環境を

取り戻したいものです。

　本年が皆様にとって笑顔溢れる一年と

なりますよう県政の場で努力させて頂き

ます。引き続きのご指導とご鞭撻をよろ

しくお願い致します。

大分県を刷新する年に
　昨年４月に、大分県はVirgin Orbit社と「大

分空港の水平型宇宙港（スペースポート）活用

に関するパートナーシップ」協定をアジアでは

初めて締結しました。

　大分県における宇宙関連産業の創出など新た

な事業展開が期待されます。

新たなコロナの下での安心提供
　新型コロナウイルス感染症は、常に新たな変

異を起こし、次から次へと置き換わっていま

す。感染力が増した変異株への感染対策として

感染管理認定看護師の確保や医療機関・社会福

祉施設等における感染管理技術向上への支援体

制を整えます。

　今回の補正予算では健康上の理由等によりワ

クチンを接種できない人の検査や、感染拡大の

傾向が見えた場合に、感染不安のある無症状者

への検査を無料で行うなど検査対象の拡大を進

めることも決まりました。

　また、検査体制、医療提供体制、保健所機能

の強化やワクチン接種の推進などと併せて不当

な差別にも注意しながら、いち早く笑顔で暮ら

せる環境を取り戻す様に努力します。

地域消費の喚起と経済好循環
　大分県経済に大きな影響を与える観光業の振

興についても、意欲的な補正予算となっていま

す。第５波が収束し「新しいおおいた旅割」を

９月から再開したところ、10月の県内宿泊者数

が26万人とコロナ前の６割程度まで回復しまし

た。この旅割の対象を近隣県まで拡大し、更に

国のGoToトラベルの再開と併せて更なる人流増

加を促すわけです。しかし、感染防止に尚一層

の注意喚起は欠かせません。

人口減少社会下の公共交通
　コロナ禍の下で、バスやタクシー事業者ともに

需要低迷等で苦しい状況ですが、公共交通機関の

機能を維持することは、県民の生活環境を守る上

でも、観光立県として観光客の移動手段を確保す

る上でも重要です。今回の補正予算では、大分県

独自に車輌の維持や感染対策の強化に対する交付

金を用意し、運行継続等を支援します。

暮らしの相談承ります。
　政治は暮らしに直結しています。
　守永信幸が暮らしの相談を承り、専門家と
ともに解決をめざします。まずは、お電話を！

ＴＥＬ　０９７−５０６−５０８８
ＦＡＸ　０９７−５３８−０１３６

安心安全な環境と夢ある未来を創る
〜コロナの検査体制拡充と地域経済の好循環〜

▲スペースポートをめざす大分空港
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　大分空港の宇宙港（スペースポート）計画が打

ち出され、昨年４月に大分県はVirgin Orbit社と

「大分空港の水平型宇宙港（スペースポート）活

用に関するパートナーシップ」協定をアジアでは

初めて締結しました。

　水平型宇宙港というのは、航空機にロケットを

装着して離陸させ、太平洋上の高度約１万メート

ル付近でロケットを空中発射させるための拠点で

す。Virgin Orbit社は、小型人工衛星に特化した

打ち上げサービスの提供を行ってますので、人工

衛星を宇宙の周回軌道に設置する作業が中心とな

りますが、地上の拠点を核として、大分県におけ

る宇宙産業の創出をめざして様々な企画が練られ

展開されるものと考えられます。大分県で、国東

半島で新たな産業の展開が期待されます。

宇宙産業を巡る人材育成
　現状でも気象衛星の画像を参考にしながら、天

気予報に役立てたり、地上の気象観測データーと

合わせて災害の大きさの予測などを行っているよ

うに、宇宙からデータの取得や活用が行われてい

ます。車を運転する際に、目的地までカーナビを

使うことも多いと思いますが、これも複数の衛星

からの電波をセンサーで認識し、車の現在地を把

握して地図に表示しているのです。

　衛星を使っての交通・物流の改善や、衛星画像

を使っての産業活動の分析や災害時の対応策の立

案など、活用方法は様々です。もちろん、どの

様な情報を収集できる衛星が打ち上げられるかに

よって地上で享受できる情報も異なりますが、地

球温暖化対策が急がれる中、地球の健康診断をす

るツールともなるわけです。様々な可能性が大分

空港を基点に展開できるのです。可能性の扉を開

宇宙へ飛躍を！おおいたっ子

くためには人材育成が重要です。

　計画推進の担い手育成に、2021年２月に一般

社団法人おおいたスペースフューチャーセンター

（OSFC）が設立されました。宇宙関連事業をど

の様に展開するかを企画し、地域から宇宙関連産

業の創出・人材育成をする団体です。

　OSFCの下に宇宙ビジネス創出拠点として『ス

ペースベースQ（SBQ）』を設置し、フューチャー

セッション（未来創造学習会）を開催していま

す。衛星からの情報の利活用の現状を学ぶと共

に、今後の利用方法の開拓についての議論も深め

てほしいものです。私は高校・大学での研究活動

と結びつけることも考えるべきと思っています。

次世代の働き方の下で
　宇宙関連企業として、衛星の製造・開発に関わ

る企業や衛星が観測したデータの送受信に関わる

通信事業、データの活用事業者など様々な展開が

これから始まるのだろうと思われます。IT企業

が空港のある国東半島に集積したように企業が集

まってくるのかどうかは、リモートワークが進ん

だ状況下で判断は出来ません。しかしながら、ロ

ケットを搭載する現場が大分空港となるわけです

から、発射直前まで万全の状態を整えるために

は、多くの資材を持ち込んでの作業や発射前のサ

ポート体制が必要となるのだろうと思われます。

５年間の経済効果１０２億
　大分県は、大分空港を宇宙港として事業展開し

た場合の経済効果については、向こう５年間で

102億円（下表）と試算しています。搭載旅客機

▲１万メートルでロケットを切り離す
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 「さくらの杜高等支援学校」と名付けられた知

的障がい者の職業教育施設が、2022年度開校に

向け、工事が進められています。場所は県立聾学

校のある大分市東大道２丁目で、工期は１月31

日までの予定です。この工事と併せて県立聾学校

は県立盲学校のある大分市金池町３丁目に新校舎

等の整備工事が行われており、聾学校も2022年

２月10日に竣工します。

　今議会では、県立聾学校の移転とさくらの杜高

等支援学校新築工事の変更契約についての議案が

審議されました。

　聾学校の移転については、盲学校・聾学校それ

ぞれの在籍者数の減と施設・設備の老朽化から、

第三次大分県特別支援教育推進計画で盲学校・聾

学校については、同一敷地に設置し、障がいの特

性から別運営として、障がいの特性に配慮した最

新の設備を備えた学校として整備することが掲げ

られました。

　また、さくらの杜高

等支援学校について

は、2022年度に知的

障がい者の一般就労を

めざす生徒の職業教育

を充実させて開校しま

す。初年度の入学定員

は32名です。

障害のある子たちが学ぶ環境の整備
県立聾学校の移転と高等支援学校の新築

の離陸の際に訪ねてくる観光客や離陸準備作業の

状況を見ようとする来客者、非打ち上げ時にも訪

問者が増加するとの想定で観光消費効果として

56億円、関連施設等が整備される想定で、射場

運営効果や建設投資効果なども一定額を想定して

います。

新たな町づくりに繋ぐ
　スペースポート計画は、地域に着目する切っ掛

けの一つです。魅力を感じる地域であれば、多く

の方々の来訪が見込まれます。地域づくりは、

そこに住む方々が主役となって取り組まなければ

なりませんが、その取り組みは若者の定着につな

がるものです。農林水産業の活性化をはじめとす

る、地域資源を活用してのおもてなし文化・人材

の醸成がなされるよう進めていかなければならな

いと感じます。
▲離陸前に航空機にロケットを装着

▲盲学校敷地内に併設された聾学校

▲聾学校跡地に建設された
さくらの杜高等支援学校
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お 知 ら せ

◇常任委員会は「農林水産委員会」に所属。
◇行政や暮らしの相談をお受けしています。
　お気軽にご連絡下さい。
◇グループでの集まりなどに、お声がけ頂ければ、

日程を調整の上、参加させて頂きます。
◇守永信幸後援会の会員を随時募集しています。
　年会費３千円です。守永の活動をご支援下さる方、

ご連絡下さい。

連絡先：０９７−５３２−４９１９　
ＦＡＸ：０９７−５３４−６５９８　

編 集 後 記編 集 後 記

　皆様には新春を、穏やかに迎えられたことと

お慶び申し上げます。▶昨年は、大分市議選を

はじめとする自治体中間選挙と衆議院総選挙

と慌ただしく過ぎ、落ち着かない１年でした。

▶新型コロナは、頻繁に変異するウイルスに、

不安の絶えない状況が続きそうです。せめて、

周囲の方々を大切に思う気持ちを忘れたくな

いものです。▶皆様方にとって、笑顔溢れる一

年となることを心から祈念申し上げます。

担い手減少に危機感
　2019年の大分県農業産出額は対前年比５％の

マイナス。2020年の農業経営体数も2015年との

比較で24.9％のマイナスです。大分県農業のこ

れ以上の衰退を危惧し、『大分県農業非常事態宣

言』を発し、農協や県など９団体でつくる大分県

農業総合戦略会議で対応策が議論されてきまし

た。生産者との意見交換、実務担当者での議論を

行い『農業システム再生に向けた行動宣言』がま

とめられました。行動宣言の内から『農協改革』

について右下の表に掲載します。

　今定例会の一般質問で県民クラブの二ノ宮議員

が、JAによる農家への営農指導体制の整備や行

政の普及指導の強化など三者が一体となった取り

組みの進め方について知事に質しました。

農家に身近な指導者が鍵
　広瀬知事は「JAの営農指導員が九州他県より

も約４割少なく、指導体制が脆弱なため、県の普

及指導員を平成18年度以降200名程度確保し、

技術指導等に対応してきた。しかし生産者の所

得増加と産出額向上を図るには、JA本来の役割

である営農指導の強化が欠かせない。行動宣言で

はJA自らが農協改革をしっかりと進め、営農指

導員を確保し、その資質向上と部会活動を軸とし

た効率的な指導で営農指導の強化を図ることとし

た。早速大分県農協では、今年度新たに設置した

営農支援部署において営農指導員の専任化を進

め、農家に出向く体制を強化した。更に技術力の

高い生産者を指導者として活用する等、生産者と

共に歩む新たな取り組みも進める。営農指導員の

資質向上に向けては、JA独自の研修の充実に加

え、県普及指導員研修にJA指導員を参画させ、

技術レベルの向上を図る。JAが主体となった部

会指導体制の充実と共に、県普及指導員に加え、

試験研究機関の研究員も積極的に現場に出向き、

新技術の普及や生産者の新たなチャレンジを支え

る指導を強化していく。意欲ある生産者と、それ

を支えるJAと県が一体となって、生産力の向上

に取り組むことで、産出額の向上を図る」と答弁

しました。

農家それぞれの所得向上
　農家への指導は、その農家の所得向上に繋げる

ことが目的です。それにより営農が続けられ、後

継者がそこに残り、若い方々も新規に参入してき

ます。結果として地域全体の農業産出額が向上し

ていくものと私は考えます。農業を楽しんでいる

生産者は、それが出来ています。一人でも多くの

方々に農業だけでなく農林水産業を楽しめる地域

へと創り上げていきたいものです。県・市町村職

員の皆さんやJAの皆さん、そして農林水産業に

携わる皆さんの努力に敬意を払いつつ、応援して

参ります。

大分県農業『非常事態宣言』から『行動宣言』へ


